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Ⅰ．財務書類４表作成の基本的事項 

 

１ 作成の背景 

 現行の地方公共団体の財務会計は、現金主義がとられており、歳入・歳出の

収支計算書により決算書等を作成しています。平成１２年に「地方分権の推進

を図るための関係法律の整備等に関する法律」が施行され、地方分権の流れが

加速するのと歩調を合わせ、地方公共団体は既存の経常収支比率など現金収支

にかかる情報を中心とした財政指標だけでなく、資産や負債などの情報やコス

トを意識し、財政状況を総合的かつ長期的に把握するために企業会計的手法の

導入が必要とされるようになってきました。 

 このような状況の中で、平成１８年８月に公表された「地方公共団体におけ

る行政改革の更なる推進のための指針」において、地方公会計改革の取り組み

として、発生主義・複式簿記の考え方を取り入れた公会計の整備が掲げられ、

平成１９年１０月に総務省から財務書類作成モデルが示され、「貸借対照表」、

「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」の財務書類４

表の作成及び公表が要請されました。 

このことを踏まえ、久喜市では、総務省の「新地方公会計制度実務研究会報

告書」で示された財務書類のモデルのうち、「総務省方式改訂モデル」を用いて

普通会計と市全体、さらに市と連携協力して行政サービス等を実施している一

部事務組合、広域連合等を含めた連結の財務書類４表を作成しました。 

 

２ 財務書類４表について 

 地方公共団体の財務会計は、年度単位を基本とする現金主義がとられており、

歳入と歳出を差し引きする単式簿記の方法を用いているため、取得した資産の

状況や減価償却などの費用についての把握ができません。現金の出入りだけで

なく、これまでに蓄積された資産や発生した経費を含めて分析・公表するため

に、民間企業などの会計手法を取り入れたものが「貸借対照表」、「行政コスト

計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」の財務書類４表です。 

 「貸借対照表」は、左側(借方)に資産、右側に(貸方)に資産を形成した財源と

しての負債と純資産の３要素で構成されています。これにより行政サービスを

提供するための資産をどれだけ保有しているか、また、将来世代の負担となる

地方債等の債務がどのくらいあるかなどを知ることができます。 

「行政コスト計算書」は、本市が１年間に提供した行政サービスに要したコス

トを性質別及び目的別に明らかにしたものと、その財源である使用料や負担金

などの収入の状況を表したものです。これにより、行政の分野ごとにサービス

を提供するのに、どのような性質の経費がどの程度用いられているかを知るこ

とができます。                            
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「純資産変動計算書」は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値

が１年間でどのように変動したかを表しています。 

「資金収支計算書」は、行政活動を資金の流れからみたものであり、資金の

増減内訳を、一定の活動区分(経常的収支、公共資産整備収支、投資・財務的収

支)別に表したものです。 

 

3 財務書類４表の作成基準 

（１）財務書類４表の作成モデル ⇒「総務省方式改訂モデル」 

 作成マニュアルでは、「基準モデル」と「総務省方式改訂モデル」の２つのモ

デルが示されました。この２つのモデルの違いは、作成プロセスの違いと会計

処理方法・開示雛型の違いにありますが、本質的な違いはありません。このよ

うな中で「総務省方式改訂モデル」を採用した理由としては、既存資料「地方

財政状況調査（決算統計）」が活用できること、固定資産の段階的整備が認めら

れており作成時の負荷が比較的軽微であることなどによるものです。 

 

（２）作成基準日 

  貸借対照表 ……… 平成２２年３月３１日現在 

  行政コスト計算書 

  純資産変動計算書  平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日 

  資金収支計算書 

  

 

（３）対象会計範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※財務書類４表は、普通会計のみと普通会計や公営事業会計などの地方公共団

体全体及び一部事務組合・広域連合を連結した２通り作成しております。 

広域連合 

広域利根斎場組合 

埼玉県後期高齢者医療広域連合 

久喜地区消防組合 

久喜宮代衛生組合 

埼玉県市町村総合事務組合 

北本地区衛生組合 

利根川栗橋流域水防事務組合 

地方公共団体全体 

法適用企業 

水道事業会計 

下水道事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計 

土地区画整理事業特別会計 

非法適用企業 

一部事務組合 

国民健康保健特別会計 

老人保健特別会計 

介護保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

その他特別会計 

普
通
会
計 
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～連結財務書類作成対象～ 



 

（４）基礎数値 

  昭和４４年度以降の「地方財政状況調査（決算統計）データ」、法定決算書類等。 

 

4 財務書類４表の相互関係 

 これまで、各財務書類について解説してきましたが、４つの表は相互に関連

しています。 

【貸借対照表】           【行政コスト計算書】 

 

資 産 

 

 

 

歳計現金 

（資金） 

 

 

 負 債 

  

経常行政コスト 

｜ 

経常収益 

 

純経常行政コスト 
 

純資産 

 

【資金収支計算書】          【純資産変動計算書】 

 

歳計現金（資金）増減額 

 

収  入 

｜ 

支  出 

＋ 

期首歳計現金（資金）残高 

 

期末歳計現金（資金）残高 

  

期首純資産残高 

｜ 

純経常行政コスト 

＋ 

一般財源・補助金受入等 

± 

資産評価替・科目振替等 

 

期末純資産残高 

①貸借対照表の資産のうち歳計現金（資金）の金額は、資金収支計算書の期末

歳計現金（資金）残高と対応します。貸借対照表では、現金の残高だけを表

示していますが、資金収支計算書では、現金の残高になるまでの明細も表示

していますので、資金収支計算書は貸借対照表の現金の明細表と言えます。 

②貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、 

これは純資産変動計算書の「期末純資産残高」と対応します。前年度の貸借

対照表の純資産の部の額が今年度の純資産の部の額に変化した内容を増加と

減尐に分けて表示したもので、①と同様に純資産変動計算書は貸借対照表の

純資産の部の明細表と言えます。 

③行政コスト計算書の「純経常行政コスト」の金額は、純資産変動計算書の「純

経常行政コスト」と対応します。 

① 

② ③ 
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【普通会計の財務書類４表】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

Ⅱ．普通会計財務書類４表 
 

１ 貸借対照表について 

◆◆ 貸借対照表 ◆◆ 
 年度末における資産、負債等の状況を表した財務書類で、これまでの行政活

動によって形成された建物や土地などの資産と、その資産を形成するための財

源がどのように調達されたかを明らかにした表です。 

 

 地方公共団体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）

と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に

対照表示した一覧表です。また、資産合計額（左側）と負債・純資産合計額

（右側）が一致し、左右が均衡していることからバランスシートとも呼ばれ

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★ 貸借対照表からわかること★ 

・ 次世代に引き継ぐ資産は？ 

・ 提供済みの行政サービスで次世代に先送りされた負担や借金残高は？ 

・ 将来職員が退職する場合の負担は？ 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

純資産 

(財産の差額) 
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必ず均衡する！ 

 

 

売れる資産 

（例：売却可能な土地、貸

付金） 

回収する資産 

（長期延滞債権、未収金） 

資産 

  (プラス財産) 
過去又は現世代の負担、国・

県の負担 

（例：これまでに収納した税

金、補助金） 

ストック情報 

使う資産 

（例：インフラ資産、庁

舎・学校等の施設） 

 

負債 

(－マイナス財産) 基金・預金等の現金

資産 

将来世代の負担、 

（例：地方債、将来支払う職

員の退職手当） 



 

 ※全体表(平成２１年度)は（P.9）をご覧ください。 

 

①各項目の解説 
【資産の部】 

１ 公共資産 

 

（１）有形固定資産 

・市が所有している庁舎、道路、公園、学校等の土地や建物などで、長期に

わたって行政サービスを提供するために使用される資産です。全体を表示

した貸借対照表では資産が形成された分野を明確にするため、行政目的別

に区分し表示しています。 

 ・評価額については、「地方財政状況調査（決算統計）」の普通建設事業費を

もって取得原価としています。 

・他団体（国・県・民間団体等）へ支出した補助金などにより形成された資産

は除いています。 

 ・減価償却は普通建設事業費の区分ごとに耐用年数を設定し、残存価額ゼロ

の定額法による減価償却を行いました。なお、土地については使用すること

による摩耗消耗がないため減価償却は行いません。 

資産の部 21 年度 負債の部 21 年度 

1.公共資産 148,484,106 1.固定負債 53,268,926  

(1)有形固定資産 148,426,645 (1)地方債 43,222,003 

(2)売却可能資産 57,461 (2)長期未払金 175,617 

  (3)退職手当引当金 9,871,306 

2.投資等 3,011,917 2.流動負債 5,448,255 

(1)投資及び出資金 483,099 
(1)翌年度償還予定地方

債 
4,378,299 

(2)貸付金 52,954 (2)短期借入金 0 

(3)基金等 1,648,863 (3)未払金 19,440 

(4)長期延滞債権 1,127,552 
(4)翌年度支払予定 

退職手当 
589,985 

(5)回収不能見込額 △300,551 (5)賞与引当金 460,531 

  負債合計 58,717,181 

3.流動資産 4,399,793 純資産の部 21 年度 

(1）現金預金 4,004,119 
1. 公共資産等整備国

県補助金等 
16,726,264 

（うち歳計現金） （2,091,878） 
2. 公共資産等整備一

般財源等 
106,400,801 

(2)未収金 395,674 3.  その他一般財源等 △26,005,891 

（うち回収不能見込額） （△136,207） 4.  資産評価差額 57,461 

資産合計 155,895,816 負債及び純資産合計 155,895,816 

（単位：千円） 
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有形固定資産耐用年数区分表 

 

（２）売却可能資産 

 ・公共資産のうち、普通財産（行政サービスに供していない財産）で売却可

能なものを計上しました。 

 ・売却可能資産の評価は固定資産評価額を基に算出しています。 

 

２ 投資等 

（１）投資及び出資金 

 ・公益法人や第三セクターなどへの出資金及び出えん金の現在高を計上してい

ます。 

（２）貸付金 

 ・各種貸付金の現在高を計上しています。 

（３）基金等 

 ・基金の現在高及び退職手当積立金（※）を算出し計上しています。 

※退職手当積立金…埼玉県市町村総合事務組合が保有する資産から、久喜市の持分相

当額を算出しました。 

区分 
耐用

年数 
区分 

耐用

年数 
区分 

耐用

年数 

1.総務費 
 

(5)漁港 50 ｱ 街路 48 

(1)庁舎等 50 (6)農業農村整備 20 ｲ 都市下水路 20 

(2)その他 52 (7)海岸保全 30 ｳ 区画整理 40 

2.民生費 
 

(8)その他 25 ｴ 公園 40 

(1)保育所 30 6.商工費 25 ｵ その他 25 

(2)その他 25 7.土木費  (8)住宅 40 

3.衛生費 25 (1)道路 48 (9)空港 25 

4.労働費 25 (2)橋りょう 60 (10)その他 25 

5.農林水産業費  (3)河川 49 8.消防費  

(1)造林 25 (4)砂防 50 (1)庁舎 50 

(2)林道 48 (5)海岸保全 30 (2)その他 10 

(3)治山 30 (6)港湾 49 9.教育 50 

(4)砂防 50 (7)都市計画 
 

10.その他 25 
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（４）長期延滞債権 

・市税や使用料・手数料、貸付金等の収入未済額のうち、原則 1 年を超えて回

収がなされていないものを計上しています。 

（５）回収不能見込額 

・長期延滞債権のうち、居住不明や催告等による実態から回収が見込めないと

判断されるものをマイナス計上しています。ただし、市税など滞納件数が多

く個々に算出が困難なものについては、過去５年間の不納欠損実績率を基に

合理的に算出しました。 

 

３ 流動資産 

（１）現金預金 

・流動性の高い基金である「財政調整基金（年度間の財政の不均衡を調整する

ための積立金）」及び「減債基金（地方債の償還を計画的に行うための積立

金）」、形式収支に相当する「歳計現金」を計上しています。 

（２）未収金 

・市税や使用料・手数料、貸付金等の収入未済額のうち、未納期間が 1 年を超

えていないものを計上しています。（１年を超えると長期延滞債権に計上し

ます。）回収不能見込額については、投資等に計上しているものと同様の方

法で算出しました。 

 

【負債の部】 

１ 固定負債 

（１）地方債 

 ・作成基準日における地方債現在高から翌年度に予定されている元金償還額を

控除した金額を計上しています。 

（２）長期未払金 

 ・ＰＦＩ等の手法により整備した有形固定資産など、既に確定した債務とみな

される債務負担行為のうち、期末日より１年以内の支払予定額を除いた金額

を計上しています。 

（３）退職手当引当金 

 ・年度末に全職員が普通退職した場合の退職手当支給見込額から、「翌年度支

払予定退職手当」として計上したものを除いた金額を計上しています。 

 

２ 流動負債 

（１）翌年度償還予定地方債 

 ・作成基準日における地方債現在高のうち翌年度に予定されている元金償還額

を計上しています。 

（２）短期借入金（翌年度繰上充用金） 

 ・歳入が歳出に不足する場合に、翌年度の歳入を繰り上げて当該年度の歳入に
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充てた場合に生じますが該当はありません。 

（３）未払金 

 ・ＰＦＩ等の手法により整備した有形固定資産など、既に確定した債務とみな

される債務負担行為について、期末日より１年以内の支払予定額を計上して

います。 

（４）翌年度償還予定地方債 

 ・地方債のうち、翌年度に償還する予定の金額を計上しています。 

（５）賞与引当金 

・翌年度の６月に支払う予定の期末勤勉手当のうち、当該年度負担相当額を計

上しています。これは、１２月から５月までの６ヶ月間を支給対象期間とし

ているため、そのうち１２月から３月までの４ヶ月分は、当該年度の負担相

当額となるためです。 

 

【純資産の部】 

１ 公共資産等整備国県補助金等 

 ・「有形固定資産」を習得した財源のうち、国・県からの補助金等を計上して

います。 

 ・普通建設事業費（用地取得費を除く）に充てられた部分は減価償却をして

います。 

２ 公共資産等整備一般財源等 

 ・「有形固定資産」及び「投資等」に対して投入された財源のうち、地方債や

国県補助金等を除いた額を計上しています。「有形固定資産」等を取得する

際に投じられた一般財源が計上されることになります。 

３ その他一般財源等 

 ・「純資産」のうち、「公共資産等整備国県補助金等」、「公共資産等整備一般財

源等」及び「資産評価差額」を除いた額を計上しています。 

４ 資産評価差額 

 ・「売却可能資産」の新規計上、資産評価替え、寄附等による資産の無償取得

などにより「純資産」を増減する場合に計上しています。 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 43,222,003

①生活インフラ・国土保全 66,013,339 (2) 長期未払金

②教育 49,600,144 ①物件の購入等

③福祉 6,496,512 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 3,078,543 ③その他

⑤産業振興 7,865,948 長期未払金計 175,617

⑥消防 357,373 (3) 退職手当引当金 9,871,306

⑦総務 15,014,786 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 148,426,645 固定負債合計 53,268,926

(2) 売却可能資産 57,461

公共資産合計 148,484,106 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 4,378,299

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 19,440

①投資及び出資金 483,099 (4) 翌年度支払予定退職手当 589,985

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 460,531

投資及び出資金計 483,099 流動負債合計 5,448,255

(2) 貸付金 52,954

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 58,717,181

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 381,667

③土地開発基金 958,942

④その他定額運用基金 3,720 [純資産の部]

⑤退職手当組合積立金 304,534 １　公共資産等整備国県補助金等 16,726,264

基金等計 1,648,863

(4) 長期延滞債権 1,127,552 ２　公共資産等整備一般財源等 106,400,801

(5) 回収不能見込額 △ 300,551

投資等合計 3,011,917 ３　その他一般財源等 △ 26,005,891

３　流動資産 ４　資産評価差額 57,461

(1) 現金預金

①財政調整基金 1,911,817 純　 資　 産　 合　 計 97,178,635

②減債基金 424

③歳計現金 2,091,878

現金預金計 4,004,119

(2) 未収金

①地方税 438,785

②その他 93,096

③回収不能見込額 △ 136,207

未収金計 395,674

流動資産合計 4,399,793

資　　産　　合　　計 155,895,816 負 債 ・ 純 資 産 合 計 155,895,816

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの） 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち41,043,212千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 82,869,861 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 47,600,302 千円 47,600,302 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 195,057 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 24,145,183 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 1,767,853 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 9,161,466 千円 9,161,466 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 53,111,570 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 3,436,611 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 8,631,747 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 41,043,212 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 29,758,291 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は57,917,653千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は84,035,833千円です。

貸借対照表
（平成２２年３月３１日現在）

貸　　　　　　　　　　方

175,617

項目 金額

[内訳]

負債計上

借　　　　　　　　　　方

0

0

4,307,423

2,314,143

447,476

2,623,858

614,328

0

441,271

10,748,499

940,239

4,782,464

5,025,796

10,748,499

0

0

0

2,618,852

0

0

0

注記

【（翌年度償還予定）地方債・
（長期）未払金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

195,057

24,145,183

1,767,853

②平成２１年度貸借対照表 
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③貸借対照表の概要 

 平成２２年３月３１日現在における普通会計の資産総額は、１，５５８億９，

５８１万６千円となりました。一方、負債は５８７億１，７１８万１千円とな

り、資産から負債を差し引いた純資産は９７１億７，８６３万５千円となりま

した。なお、資産に対する負債の比率は、３７．７％になっており、現在ある

資産のうちおよそ４割程度を将来の世代が負担していくことになります。 

 

【資産の部】 

  公共資産 

「公共資産」は、「有形固定資産」と「売却可能資産」から構成され、資産の大

部分を占めており久喜市の資産総額の９５．２％に達しています。また、公共

資産のうち現金化の可能性が高いと思われる普通財産のうち行政サービスに供

していない資産を「売却可能資産」として分割し、５，７４６万１千円計上し

ました。評価については、鑑定評価額や路線価に基づく評価をおこない計上し

ました。 

 

投資等 

「投資等」は、３０億１，１９１万７千円となりました。納期限が到来してか

ら１年以上回収できない市税や使用料・手数料・貸付金等の「長期延滞債権」

は、将来回収することにより現金化が可能な資産として約１１億３千万円計上

しております。現時点では回収可能としてしか計上できず、現実に現金化され

ていない不確定な資産であることから債権者への収納を促し、長期延滞債権を

減尐させ歳計現金を増やさなければなりません。 

また、長期延滞債権のうち、回収が見込めない額について「回収不能見込額」

としてマイナス計上しておりますが、久喜市の資産を減尐させる要因となるこ

とから、出来る限り回収不能見込額を減尐させる努力をしなければなりません。 

 

流動資産 

「流動資産」の総額は、４３億９，９７９万３千円となりました。ここには、

現金や必要に応じてすぐに使える流動性の高い基金、地方税等で納期から１年

を経過しておらず回収可能性の高い未収金が計上されております。地方税等の

収入未済額のうち、その会計年度に新たに発生した「未収金」を、長期延滞債

権と同様に将来回収することにより現金化が可能な資産として約４億円計上し

ています。回収不能見込額については、住所不明等の理由及び不納欠損実績率

を用い額を算出しておりますが、資産を減尐させる要因となることから、回収

不能見込額を減尐させ、新たに発生させないよう収納業務の強化に努めなけれ

ばなりません。 
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【負債の部】 

  固定負債 

返済や支払いが長期に渡る「固定負債」の総額は５３２億６，８９２万６千

円で、内訳は資産形成に伴う「地方債」の償還金が４３２億２，２００万３千

円、独立行政法人都市再生機構が建設した久喜北小の建設・用地取得費用の割

賦金としての「長期未払金」が１億７，５６１万７千円、平成２１年度末に特

別職を含む全職員（２１年度末退職者を除く）が普通退職した場合の「退職手

当引当金」が９８億７，１３０万６千円となっています。 

 

流動負債 

１年以内に返済や支払いをしなければならない「流動負債」は、総額５４億

４，８２５万５千円で、内訳は「翌年度償還予定地方債」が４３億７，８２９

万９千円、「未払金」が１，９４４万円、「翌年度支払予定退職手当」が５億８，

９９８万５千円、「賞与引当金」が４億６，０５３万１千円となっています。 

  

【純資産の部】 

  公共資産等整備国県補助金等 

住民サービスを提供するための財産を取得した財源のうち、国・県から補助

を受けた部分で、１６７億２，６２６万４千円となりました。 

 

公共資産等整備一般財源等 

住民サービスを提供するための財産を取得した財源のうち、上記の「公共資

産等整備国県補助金等」と建設地方債を除いた部分で、１，０６４億８０万１

千円となりました。 

 

その他一般財源等 

公共資産等以外の資産から公共資産整備財源以外の負債を差し引いて、翌年度

以降に自由に使える財源を表しますが、平成２１年度の「その他一般財源等」

は２６０億５８９万１千円のマイナスとなりました。「その他一般財源等」がマ

イナスであるということは、翌年度以降の負担額のうち２６０億５８９万１千

円は既に使途が拘束されていることを意味します。しかしながら、「その他一般

財源等」が大きくマイナスであることは久喜市に限ったことではなく多くの団

体においてマイナス計上されることが考えられます。これは、臨時財政対策債

や減税補てん債などの赤字地方債や、退職手当引当金のように、資産形成には

直接繋がらず、将来に負担を残している負債に対する備えが蓄えられていない

ことを表しており，好ましい状況とは言えませんが、赤字地方債の発行は地方

交付税の代替措置として起債が認められている臨時財政対策債や国の減税政策

による市税の減収分を穴埋めするための起債が許可されていた減税補てん債等
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のように、国の政策の影響が大きいことも事実であり、その償還の財源は将来

の地方交付税収入により賄われるとされております。    

 

資産評価差額 

売却可能資産を計上した場合や、資産の評価替えを行った場合に生じる帳簿

価格との差額を計上したものです。 

 

 

【注記】 

※１ 他団体及び民間への支出金により形成された資産 

  他団体及び民間への支出金により形成された資産は、総額で１０７億４，８４９万９

千円で、このうち一般財源等を財源として形成された資産は５０億２，５７９万６千円

でした。 

※２ 債務負担行為に関する情報 

  貸借対照表に計上されていない債務負担行為は、総額２６億１，８８５万２千円とな

っています。 

※３ 交付税措置地方債の金額 

  地方債残高４７６億３０万２千円のうち、４１０億４，３２１万２千円については、

将来の地方交付税の算定基礎に含まれることが見込まれています。 

※４ 普通会計の将来負担に関する情報 

  普通会計の将来負担額は８２８億６，９８６万１千円に対して５３１億１，１５７万

円の基金等将来負担軽減資産があり、差引実質的な負担額は２９７億５，８２９万１千

円となります。 

※５ 土地及び有形固定資産減価償却累計額 

  有形固定資産１，４８４億２，６６４万５千円のうち土地が５７９億１，７６５万３

千円となっており、償却資産は９０５億８９９万２千円となります。減価償却累計額は

８４０億３，５８３万３千円で、償却資産の取得価格１，７４５億４，４８２万５千円

に対して、４８．１％の減価償却が進んでいることになります。 
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④貸借対照表を活用した財務分析 

  これまでの財務分析は、経常収支比率や実質公債費比率など、収支ベースの

財務比率を使用するケースが中心でしたが、財務書類４表を活用するとストッ

ク情報を含めた分析が可能となります。 

 

１ 社会資本形成の世代間負担比率 

  社会資本の整備結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割合を見るこ

とにより、これまでの世代（過去及び現世代）によって既に負担された割合を

見ることができます。 

    

  将来の世代の負担比率＝地方債残高÷公共資産合計×１００ 

  これまでの世代の負担比率＝純資産合計÷公共資産合計×１００ 

※なお、「地方債残高」には、固定負債の「地方債」のみならず、流動負債の「翌年度償還予定

地方債」、社会資本形成の財源としての「長期未払金」及び「未払金」を加味します。 

 

 

 

  公共資産は長期間に渡って住民サービスに利用されるものであり、現世代と

将来世代のどちらの負担割合が高い方がよいとは一概には言えませんが、財政

の健全性の視点から捉えると、現世代がすでに負担した割合が高い方が望まし

いと考えられます。久喜市の平成２１年度のこれまでの世代負担比率は６５．

４％となりました。また、公共資産に対する地方債残高の割合で求める将来の

世代による社会資本の負担比率は３２．２％となりました。 

13 



 

２ 歳入額対資産比率 

 歳入総額に対する資産の比率を計算することにより、形成されたストックであ

る資産に何年分の歳入が充当されたかを見ることができます。 

 歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額 

 

 この比率が大きいほど社会資本整備が進んでいると考えられますが、維持管理

経費が多く発生する可能性があり、この場合は注意が必要です。 

久喜市の平成２１年度の歳入額対資産比率は３．３（年）となりました。 

 歳入総額が減尐しつつ歳入額対資産比率が増加している場合には注意が必要

ですが、久喜市の場合は今のところ問題はないものと思われます。 

 歳入総額は景気等の外的要因により変動しやすいものですが、有形固定資産

が多く含まれる資産合計は短期間には変動しないため、歳入総額が減尐しても

一度形成した資産はなかなか変動しません。 

 

３ 有形固定資産の行政目的別割合 

 

 貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的別割合をみることにより、行

政分野ごとの公共資産形成の比重を把握することができます。 

 

 平成 21 年度      

資産合計(a)   155,895,816  

歳入総額(b)   47,397,897 

(ａ)÷(ｂ)  3.3 

（単位：千円） 

※歳入総額…資金収支計算書の各部の収入合計の総

額に期首歳計現金残高を加算して算出しました。  
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※有形固定資産は、本来であれば資産台帳を整備し、全ての資産を再調達価格

をもって計上しなければなりません。しかしながら、この資産の整備には膨大

な時間を要することから総務省方式改定モデルを採用した場合、段階的な整備

が認められております。よって、左記有形固定資産は決算統計の普通建設事業

費累計額（取得原価）を基礎に算出しています。 

 

 

 

貸借対照表上の科目と決算統計上の区分は下記のとおりです。 

 

貸借対照表上の科目       決算統計上の区分 

 

総務                総務費、その他 

福祉               民生費 

環境衛生             衛生費 

産業振興             農林水産業費 

                       労働費 

                       商工費 

生活インフラ・国土保全        土木費 

消防                消防費 

教育                教育費 

 

 平成２１年度の有形固定資産の約半分は都市基盤整備を主な目的とした「生

活インフラ・国土保全」が占めており、次いで学校教育施設建築・整備等によ

る「教育」となっており、この構成割合に毎年大きな変動はありません。 

 

４ 市民 1 人当たりの貸借対照表 

 

  平成２１年度市民１人当たり貸借対照表 

借方 貸方 

 

 

 

資産合計 

 992,923 円 

      

 

 

 

負債合計 

  373,978 円 

 

 

純資産合計 

  618,945 円 

 

     ※人口 157,007 人（H22.3.31 現在）で算出 

平成２１年度の資産合計が９９２，９２３円で、負債合計は３７３，９７８

円となりました。これは、地方債などの負債に大きく依存しない資産形成が行

われていることが考えられます。 
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５ 資産老朽化比率 

 有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価格に対する減価償却累計額

の割合を計算することにより、取得した資産が耐用年数に対し、どの程度の年

数が経過しているかをみることができます。 

 

 資産老朽化比率（％） 

＝減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額）×１００ 

 

 

資産老朽化比率 

（単位：千円） 

有形固定資産 

行政目的別計上科目 

平成２１年度 

減価償却累計額 比率 

生活インフラ・国土保全 25,049,771 40.5％ 

教     育 23,838,895 40.3％ 

福     祉 5,924,545 52.6％ 

環 境 衛 生 2,937,740 67.4％ 

産 業 振 興 13,395,414 75.2％ 

消     防 1,236,502 84.8％ 

総     務 11,652,966 62.2％ 

合     計 84,035,833 48.1％ 

 

平成２１年度の久喜市の有形固定資産全体の資産老朽化比率は４８．１％と

なりました。行政目的別にみると、消防（８４．８％）と産業振興（７５．２％）

の資産老朽化比率が高くなっており、更新の時期が近い施設がある可能性があ

ります。 

また、理論上新たな資産の取得価格が減価償却費を上回れば資産老朽化比率

は減尐することになりますが、平成２１年度は全ての科目において比率が高く、

資産の老朽化が進んでいることがわかります。 
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２ 行政コスト計算書について 

 

◆◆ 行政コスト計算書 ◆◆ 
 市が１年間に提供した行政サービスに要したコストと、その行政サービスの

対価として得られた負担金や使用料などの収入（財源）を明らかにしたもので

す。貸借対照表が将来世代も利用できる資産の形成を示しているのに対し、行

政コスト計算書は人的なサービスや給付サービスなどの資産形成につながらな

い行政サービスの活動実績をコストという側面から把握することができます。 

 

 

 

４月１日から翌年３月３１日までの１年間の行政活動のうち扶助費や施設

の維持管理、他団体への補助金など資産形成に結びつかない行政サービスに

係る経費と、利用者が負担した使用料や手数料など行政サービスの対価とし

て得られた財源を対比させた財務書類です。 

 

 

★ 行政コスト計算書からわかること★ 

・ 経常的な行政サービスにかかったコストは？ 

・ 受益者負担でどの程度コストが賄われたか？ 

 

 

①各項目の解説 

計上項目 内容解説 

経
常
行
政
コ
ス
ト 

人
に
か
か
る 

コ
ス
ト 

人件費 給与費等から退職手当及び前年度賞与引当金を除いた金額 

退職手当引当金繰入

等 

退職手当負担金及び当該年度に引当金として新たに繰り入れた

額など 

賞与引当金繰入額 当該年度に貸借対照表に計上した賞与引当金の額 

物
に
か
か
る 

コ
ス
ト 

物件費 旅費、光熱水費、委託料、備品購入費などの経費 

維持補修費 施設などの維持補修に要する経費 

減価償却費 
有形固定資産が経年劣化等に伴い価値が減尐したと認められる

金額 

移
転
支
出
的
な 

コ
ス
ト 

社会保障給付 
児童手当の支給、高齢者や障害者に対する援護措置、生活保護

などに要する経費 

補助金等 各種団体に対する補助金など 

他会計等への支出額 特別会計など他会計に対する財政的な支援金額 

他団体への公共資産

整備補助金等 

貸借対照表の欄外に注記された「他団体及び民間への支出金に

より形成された資産」の当該年度分支出額 

コスト情報 
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そ
の
他
の 

コ
ス
ト 

支払利息 地方債や債務負担行為により支払っている利子支払額 

回収不能見込計上額 時効等により徴収不能となった市税や使用料・手数料など 

その他行政コスト 失業対策に要した経費など 

経常収益 

使用料・手数料 施設使用料や証明書発行手数料などの調定額 

分担金・負担金・寄附

金 
分担金・負担金・寄附金の調定額 

純経常行政コスト 
経常行政コストから行政サービス提供の対価である経常収益を

差し引いた金額 

 

18 



　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 7,330,740 17.6% 602,796 1,137,338 1,326,370 386,707 298,479 11,695 3,190,479 376,876 0

（２）退職手当引当金繰入等 1,576,569 3.8% 171,281 282,927 370,874 101,372 76,730 3,065 542,454 27,866 0

１ （３）賞与引当金繰入額 460,532 1.1% 39,115 70,884 85,485 24,122 18,721 710 197,637 23,858 0

小　　計 9,367,841 22.5% 813,192 1,491,149 1,782,729 512,201 393,930 15,470 3,930,570 428,600 0

（１）物件費 6,089,347 14.6% 262,514 2,232,920 716,850 516,087 116,368 30,120 2,184,125 30,363 0

（２）維持補修費 350,346 0.8% 118,070 117,543 25,721 18,829 12,778 5,012 52,393 0

（３）減価償却費 4,103,616 9.8% 1,317,879 1,173,903 373,206 151,919 495,588 28,966 562,155 0

0 小　　計 10,543,309 25.3% 1,698,463 3,524,366 1,115,777 686,835 624,734 64,098 2,798,673 30,363 0 0

（１）社会保障給付 4,820,284 11.6% 108,568 4,711,716 0

（２）補助金等 8,971,514 21.5% 641,319 205,188 685,111 2,470,826 153,941 2,206,856 2,602,066 6,207 0

３ （３）他会計等への支出額 5,437,537 13.0% 1,960,695 0 3,040,083 0 436,759 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

1,516,810 3.6% 59,832 14,421 149,244 1,108,546 19,661 0 165,106 0 0

小　　計 20,746,145 49.8% 2,661,846 328,177 8,586,154 3,579,372 610,361 2,206,856 2,767,172 6,207 0

（１）支払利息 782,759 1.8% 782,759

（２）回収不能見込計上額 242,057 0.6% 242,057

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 1,024,816 2.4% 0 0 0 0 0 0 0 0 782,759 242,057 0

41,682,111 5,173,501 5,343,692 11,484,660 4,778,408 1,629,025 2,286,424 9,496,415 465,170 782,759 242,057 0

（　構　成　比　率　） 12.4% 12.8% 27.6% 11.5% 3.9% 5.5% 22.8% 1.1% 1.8% 0.6% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 422,827 37,392 64,818 121,360 19,927 11,093 0 80,271 0 0 0 87,966

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 1,182,278 221,954 7,798 421,211 4,869 2,976 126 540 0 0 19,997 502,807

1,605,105 259,346 72,616 542,571 24,796 14,069 126 80,811 0 0 19,997 590,773

ｄ／ａ 3.9% 5.0% 1.4% 4.7% 0.5% 0.9% 0.0% 0.9% 0.0% 0.0% 0.0%

40,077,006 4,914,155 5,271,076 10,942,089 4,753,612 1,614,956 2,286,298 9,415,604 465,170 782,759 242,057 △ 19,997 △ 590,773

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－
ｄ

行政コスト計算書
自　平成２１年４月 １ 日

至　平成２２年３月３１日

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

②平成２１年度行政コスト計算書 

←
性
質
別
行
政
コ
ス
ト
→ 

←行政目的別行政コスト→ 

※構成比率について、項目ごとに表示単位未満を四捨五入しているため、

合計した数値が１００％にならない場合があります。 
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③行政コスト計算書の概要 

 行政コスト計算書は、「経常行政コスト」と「経常収益」からなり、これらを差引きした

ものが、「純経常行政コスト」になります。また、行政コスト計算書は性質別と行政目的別

（行政分野別）のマトリックス形式で表示されます。性質別の区分と目的別の区分とをマ

トリックス形式で表示することで、例えば教育といった行政分野のサービスを提供するた

めに、人件費や物件費など、どのような性質の経費が用いられているかがわかるようにな

っています。 

「経常行政コスト」は、資産形成に結びつかない１年間の行政サービスを提供するのに

要した経費の金額とその支出の性質を表し、一方「経常収益」は施設利用料や保育料など

主に行政サービスの提供の結果得られた受益者負担を表しています。 

 平成２１年度の「経常行政コスト」は総額で４１６億８，２１１万１千円となりました。

これに対して直接の受益者負担である「経常収益」は１６億５１０万５千円で、差引きで

ある「純経常行政コスト」は４００億７，７００万６千円となっています。この純経常行

政コストについては、地方税や国・県からの交付金といった一般財源等で賄わなければな

らないコストになります。 

 

【性質別行政コスト】…行政コスト計算書を縦方向に見た場合 
 

人にかかる

コスト

22.5%

物にかかる

コスト

25 .3%

移転支出的

なコスト

49.8%

その他の

コスト

2.4%

人件費

17 .6%

退職手当引当

金繰入金等

3 .8%

賞与引当金

繰入額

1 .1%物件費

14 .6%

維持補修費

0 .8%

減価償却費

9 .8%

社会保障

給付費

11 .6%

補助金等

21 .5%

他会計への

支出額

13 .0%

他団体への

公共資産整備

補助金等
3 .6%

支払利息

1 .8%

回収不能見込

計上額

0 .6%

約41７億円

 
資産形成に結びつかない１年間の行政サービスを提供するために要した経費を性質別に

見てみると、社会保障給付や他会計等への支出などの「移転支出的なコスト」の占める割

合が最も大きく経常行政コスト全体の４９．８％となり、次いで物件費や減価償却費など

「物にかかるコスト」が２５．３％、職員の人件費などの「人にかかるコスト」２２．５％

の順となっております。 

例えば、同じ行政サービスを提供する場合で、職員自らがその活動を行えば「人にかか

るコスト」の割合が高くなり、外部に委託してサービスを提供すれば、物件費など「物に

かかるコスト」の割合が高くなります。また、市が施設を建設して行政サービスを提供す

れば、「物にかかるコスト」の中の減価償却費の割合が高くなり、施設を賃貸してサービス

を行う場合には物件費の割合が高くなります。このように、どの手法で行政サービスを提

供するかによってコスト構造は異なることになります。今後、多くの自治体で財務書類を

作成するようになると、類似する団体とのコスト構造の比較が可能となりコスト削減の糸

口を見つけるのにも役立つと考えられます。すなわち、コスト構造を分析することは、コ

スト削減の難しさの程度やコスト削減のためにどのようなことが必要かを考えるうえでの

第一歩となります。 

性質別行政 

コスト構造 
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市民１人当たりの経常行政コスト 

人にかかるコスト ５９，６６５円 

物にかかるコスト ６７，１５２円 

移転支出的なコスト １３２，１３５円 

その他のコスト ６，５２７円 

合   計 ２６５，４７９円 

 

 

           －           ＝ 

 

 
※人口は 157,007 人（H22.3.31 現在）で算出しています。 

 

 

【目的別行政コスト】…行政コスト計算書を横方向に見た場合 

 

 

④行政コスト計算書を活用した分析 
１ 目的別・性質別比較 

 

このうち使用料や負 

担金などの受益者負 

担（経常収益）で賄 

った金額 

１０，２２３円 

市民 1 人当たり 

経常行政コスト 

２６５，４７９円 

市民 1 人当たり 

経常収益 

１０，２２３円 

△２５５，２５６円 

※地方税や国・県から 

の交付金などで賄 

っています。 

総額約４１７億円 

経常行政コス

トを目的別に

見ていくと、そ

の自治体がど

のような行政

分野に力を入

れているのか

把握すること

ができます。 

 

←目的別 

←性質別 

21

8 



 

 

生活インフラ・ 

国土保全 

下水道特別会計や農業集落排水特別会計への繰出金により移転支出的なコ

ストが最も多くなっています。次いで大きいのが物にかかるコストとなって

いますが、道路や橋りょうなどの減価償却費が大きな要因です。 

教  育 
学校の維持管理費や減価償却費など物にかかるコストが占める割合が最も

多く、次いで幼稚園教諭などの人にかかるコストが占めています。 

福  祉 
児童手当や生活保護費などの扶助費や特別会計（国民健康保険、介護保険、

後期高齢者医療）への繰出金といった移転支出的なコストが多くなっていま

す。次いで、保育士等の人件費など人にかかるコストが占めています。 

環 境 衛 生 
久喜宮代衛生組合への負担金に加え、病院建設補助金の支出により移転支出

的なコストが最も多くなっています。 

産 業 振 興 
農業団体や農業従事者への補助金、観光協会や商工会への補助金等により、

移転支出的なコストが多くなっています。 

消  防 
久喜地区消防組合への負担金がほとんどを占め、移転支出的なコストが最も

多くなっています。 

総  務 
市長等の特別職給与や退職手当組合への負担金を含む人件費などの人にか

かるコストが最も多く、次いで庁舎の維持管理などの物にかかるコストが多

くなっています。 

 

２ 受益者負担比率 

経常収益には、使用料・手数料、分担金・負担金・寄附金など行政サービスを受けた

際に徴収される保育料や施設利用料などの受益者負担金（調定額）が計上されています。

経常行政コストがどれくらい受益者の負担で賄われたかを表す受益者負担比率を算定す

ると、久喜市の平成２１年度の比率は 3．9％となりました。経常行政コストから経常収

益を差し引いた純経常行政コストである９６．１％は、地方税や国・県からの交付金な

どで賄っていかなければならないことになります。 

今後、多くの自治体において財務書類の作成が進んだ際には、他団体との比率の比較

検討更には改善に繋げることが期待できます。 

 

受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×１００ 

 

３ 行政コスト対公共資産比率 

行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産を活用するためにどれだけのコ

ストがかけられているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供して

いるか（資産が効率的に活用されているか）を分析することができます。 

各行政分野におけるハード、ソフト両面にわたるバランスのとれた財源配分を検討する

うえでも参考になる指標です。 

 

 
                                  （単位：千円） 

 経常行政コスト 

（行政コスト計算書） 

有形固定資産 

（貸借対照表） 
行政コスト対

公共資産比率 
総  額 構成比率 総  額 構成比率 

生活インフラ・国土保全  

教育 

福祉 

環境衛生 

産業振興 

消防 

総務 

議会 

支払利息 

回収不能見込額 

その他行政コスト 

5,173,501 

5,343,692 

11,484,660 

4,778,408 

1,629,025 

2,286,424 

9,496,415 

465,170 

782,759 

242,057 

- 

12.4% 

12.8% 

27.6% 

11.5% 

3.9% 

5.5% 

22.8% 

1.1% 

1.8% 

0.6% 

- 

66,013,339 

49,600,144 

6,496,512 

3,078,543 

7,865,948 

357,373 

15,014,786 

- 

- 

- 

- 

44.5% 

33.4% 

4.4% 

2.1% 

5.3% 

0.2% 

10.1% 

- 

- 

- 

- 

7.8% 

10.8% 

176.8% 

155.2% 

20.7% 

639.8% 

63.2% 

- 

- 

- 

- 

合   計 41,682,111 100.0% 148,426,645 100.0% 28.1% 

行政コスト対公共資産比率（％）＝経常行政コスト÷有形固定資産×１００ 
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生活インフラ・国土保全の比率は７．８％と非常に低い割合となっています

が、これは道路橋りょう、街路、公園など多くの公共資産を形成しているもの

の、その規模の割には労働力をかけないで行政サービスを行っていることがわ

かります。一方、福祉や環境衛生については非常に高い比率となっていますが、

これはソフト事業中心で有形固定資産に依らない行政サービスを行っているこ

とを示しています。なお、消防の比率が高いのは、消防業務については一部事

務組合で行っているため普通会計の有形固定資産上には消防署の資産が計上さ

れていないものの、負担金が経常行政コストに計上されていることによるもの

です。 
 

３ 純資産変動計算書について 

◆◆ 純資産変動計算書 ◆◆ 
 貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどのように変動

したかを表している計算書です。貸借対照表の純資産の部は、これまでの世代

が負担してきた部分ですので、１年間で今までの世代が負担してきた部分が増

えたのか減ったのかが分かることになります。 

 

 

貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどのように変

動したかを表している計算書です。 

純資産の部は今までの世代が負担してきた金額が計上されておりますので、

１年間で今までの世代が負担してきた部分が増えたのか減ったのかがわかり

ます。 

 

    前年度の貸借対照表           今年度の貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

★ 純資産変動計算書からわかること★ 

・ 純資産がどのように変動したか？ 

・ 資産はどのような財源で形成されたのか？ 

 

 

 

 

 

借方 貸方 

 

資産の部 

 

負債の部 

純資産の部 

借方 貸方 

 

資産の部 

負債の部 

 

純資産の部 
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増加？ 

減尐？ 



 

①各項目の解説 
計上項目 内 容 解 説 

期首純資産残高 前年度末の貸借対照表における純資産残高 

純経常行政コスト 行政コスト計算書における純経常行政コスト（マイナス計上） 

一
般
財
源 

地方税 市税（長期延滞債権及び未収金の増減調整有り） 

地方交付税 普通交付税及び特別交付税 

その他行政コス

ト充当財源 

地方譲与税、各種交付金、諸収入など（長期延滞債権及び未収

金の増減調整有り） 

補助金等受入 
国庫支出金及び県支出金のうち公共資産形成の財源となった

金額 

公共資産除売却損益 公共資産を除売却した場合の帳簿価額と売却額の差額 

科 

目 

振 

替 

公共資産整備へ

の財源投入 

貸借対照表の公共資産を整備するために投じられた財源（国・

県支出金及び地方債を除く）の移動 

公共資産処分に

よる財源増 
公共資産を除売却した場合の財源の移動 

貸付金・出資金

等への財源投入 

投資及び出資金の支出、貸付金の貸付、基金の積立等に投じら

れた財源の移動 

貸付金・出資金

等の回収等によ

る財源増 

投資及び出資金、貸付金の回収、基金の取り崩し等による財源

の移動 

減価償却による

財源増 

減価償却により公共資産等整備にかかる財源からその他一般

財源に振り替わった額 

地方債償還に伴

う財源振替 

地方債元金償還額に負担した一般財源をその他一般財源から

公共資産等整備一般財源へ振り替えた額 

資産評価替による変

動額 

資産の評価替えを行った際の差額や、売却可能資産に新規・追

加計上した額 

期末純資産残高 当該年度の貸借対照表における純資産残高 
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 99,979,735 16,111,815 104,295,089 △ 20,447,662 20,493

純経常行政コスト △ 40,077,006 △ 40,077,006

一般財源

地方税 21,847,518 21,847,518

地方交付税 4,026,634 4,026,634

その他行政コスト充当財源 3,832,689 3,832,689

補助金等受入 7,489,764 1,294,928 6,194,836

臨時損益 0 0

災害復旧事業費 0 0

公共資産除売却損益 79,301 79,301

投資損失 0 0

…

科目振替

公共資産整備への財源投入 1,972,484 △ 1,972,484

公共資産処分による財源増 0 △ 2,409 △ 34,559 36,968

貸付金・出資金等への財源投入 341,180 △ 341,180

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 26,489 26,489 0

減価償却による財源増 △ 653,990 △ 3,449,626 4,103,616 0

地方債償還に伴う財源振替 3,244,083 △ 3,244,083

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0 0

期末純資産残高 97,178,635 16,726,264 106,400,801 △ 26,005,891 57,461

純資産変動計算書
自　平成２１年４月 １ 日

至　平成２２年３月３１日

②平成２１年度純資産変動計算 
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③純資産変動計算書の概要 

  

純資産とは、市が保有する資産のうち、現役世代の負担で既に債務の負担が済

んでいる資産のことを言います。そのため、純資産変動計算書における純資産

の変動は現役世代と将来世代との間での負担の変動を意味します。 

 例えば、純資産が減尐した場合、現役世代が将来世代にとっても利用可能で

あった公共資産を消費し行政サービスを享受する一方で、将来世代にその分の

負担が先送りされていると考えられます。逆に純資産が増加した場合は、現役

世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な公共資産を蓄積したことを意

味するので、将来世代の負担は軽減されていると考えられます。 

  

（１）純経常行政コストと一般財源・補助金等受入 

 純経常行政コストの金額に対して一般財源及び経常的な補助金等受入の金額

がどの程度あるかを見ることにより、純経常行政コストが受益者負担以外の経

常的な財源によりどの程度賄われているかがわかります。 

 久喜市では、純経常行政コスト４００億７，７００万６千円に対して、地方

税など経常的な一般財源が２９７億６８４万１千円、経常的なコストに対する

補助金が７４億８，９７６万４千円であり、一般財源等を加味しても２８億８，

０４０万１千円のコスト超過であることがわかります。しかし、純経常行政コ

ストに含まれている減価償却費には、市が実質的に負担していない補助金等を

財源にした部分が６億５，３９９万円含まれているため、これを考慮するとコ

スト超過は２２億２，６４１万１千円となりますが、この分については将来世

代へ負荷してしまうことになります。 

 

（２）臨時損益 

 経常的なコストや財源のほかに、公共資産の売却など臨時的な要因によるコ

ストや収入も発生します。 

久喜市では、公共資産の売却に伴う利益が７，９３０万１千円発生しました。 

 

（３）科目振替 

 （１）（２）に記載した事項が主な純資産の変動要因になりますが、資本的な

収入と支出に伴う純資産内部の振替が発生します。 

 これは財源として拘束されていなかった一般財源が、公共資産や貸付金、出

資金の財源として使用される（資本的支出）ことにより、公共施設等整備一般

財源として拘束されることを表しています。久喜市では、１９億７，２４８万

４千円の一般財源が公共資産整備に、３億４，１１８万円の一般財源が貸付金・

出資金等に投下されたことがわかります。 

 また、公共資産の処分ではありませんが、貸付金・出資金等の回収により２，

６４８万９千円の一般財源が回収されたことがわかります。 

 減価償却による財源の増額も、公共資産等の財源として拘束されていた財源

が公共資産の減価償却（価値減尐）に伴い、国県補助金等を財源とする部分（６

億５，３９９万円）と、一般財源等を財源とする部分（３４億４，９６２万６

千円）からその他一般財源等へそれぞれ振り替えられています。 

 地方債償還に伴う財源振替については、公共資産等整備の財源として発行さ

れた地方債を償還することにより、公共資産等整備への投入財源と同じ性質を

もつということから、その償還額をその他一般財源から公共資産等整備一般財
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源へ振り替える必要があります。久喜市では、社会資本整備の財源として発行

していた地方債３２億４，４０８万３千円を一般財源で償還していたため、こ

れが公共資産等整備一般財源等として拘束されていたことを表しています。 

 以上の結果から久喜市の公共資産等整備一般財源等の列を見ると、純額で２

１億５７１万２千円（期末純資産残高１，０６４億８０万１千円－期首純資産

残高１，０４２億９，５０８万９千円）の一般財源が公共資産等に投下された

ことがわかります。 

 

（４）資産評価に伴う増減 

 売却可能資産に係る固定資産評価額の変動はありませんでした。 

 

④純資産変動計算書を活用した分析 
 

１ 行政コスト対税収等比率 

 純経常行政コストに対する一般財源等の比率を見ることにより、当年度に行わ

れた行政サービスのコストから受益者負担分を除いた純経常行政コストに対し

て、どれだけが当年度の負担で賄われたかがわかります。 

 
 

 行政コスト対税収等比率（％） 

＝純経常行政コスト÷（一般財源＋補助金等受入（その他一般財源等の列））×１００ 

 

 

      行政コスト対税収等比率 ＝ １０７．７％ 

 

 比率が１００％を下回っている場合は、翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積され

たか、あるいは翌年度以降へ引き継ぐ負担が軽減されたこと（もしくはその両

方）を表しており、逆に、比率が１００％を上回っている場合は、過去から蓄

積した資産が取り崩されたか、あるいは翌年度以降へ引き継ぐ負担が増加した

こと（もしくはその両方）を表しています。 
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４ 資金収支計算書について 

 

◆◆ 資金収支計算書 ◆◆ 
 市の支出（歳出）をその性質に応じて「経常的支出」、「公共資産整備支出」、

「投資・財務的支出」の３つに区分し、それに対応する財源を収入（歳入）と

して表示し、その会計年度の収支の実態を反映させた財務書類です。会計年度

末における歳計現金の残高を表すため、４つの財務書類のうち唯一現金主義に

基づいて作成されています。（その他３つは発生主義） 
 

 

 

 資金収支計算書は、年度内における資金の収入及び支出を性質の異なる３つ

の区分（「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」、「投資・財務的収支の部」）

に分けて表示した財務書類です。地方公共団体のどのような活動に資金が必要

とされ、それをどのように賄ったのか（資金の調達源泉）を読み取ることがで

きます。年度末における資金残高を計算しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★ 資金収支計算書からわかること★ 

・ 経常的経費や投資的経費の財源は？ 

・ 年間での資金の変動要因は？ 

 

 

 

 

 

経常的収支の部 

公共資産整備収支の部 

投資・財務的収支の部 

公共資産 

整備支出 

公共資産 

整備収入 

投資・財務的 

支出 

投資・財務的 

収入 

経常的収入 

経常的支出 収支不足 

収支不足 

収支余剰 

穴
埋
め 

３つの区分を分解した、各部

の関係は… 

収支情報 
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①各項目の解説 
計上項目 内容解説 

経常的 

収支の部 

～日常の行政活動による資金収支の状況を表示～ 

経常的に行われる行政活動から発生する資金収支を計上して

います。この黒字額が小さい場合には財政構造が硬直している

こととなり、支出の削減に努める必要があります。 

公共資産整備

収支の部 

～公共事業に伴う資金の使途とその財源の状況を表示～ 

支出には、自団体で整備する公共資産整備支出、他団体に補助

金を支出して公共資産整備する公共資産整備補助金等支出、他

会計への繰出金や出資金等のうち建設費に充てられたものが

計上されています。「公共資産整備収支の部」の不足額は、「経

常的収支の部」の黒字額の範囲内に抑えることが望ましいと言

えます。 

投資・財務的 

収支の部 

～投資活動や借金の返済による資金の出入りの状況を表示～ 

支出には、貸付金、基金積立金、他団体等に対する出資、地方

債の元金償還額、他会計の繰出金や出資金等のうち地方債の元

金償還額に充てられたものなどが計上されています。収入に

は、貸付金の返還金や公共資産の売却収入のほかに、上記支出

の財源となった地方債などが計上されています。 
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成２１年度における一時借入金の借入限度額は1,710,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 △ 396,548

4,732,676
1,152,573

44,902,648
5,163,809

476,673

1,880,083

△ 6,741,074

△ 1,096,476

6,886,541

2,091,878

44,750,867

225,902

2,629,143

△ 2,738,502

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

3,188,354

0

26,489

0

597,433

1

109,936

145,467

0

15,828

12,146

4,381,050

0

118,678

0

300

303,105

1,990,200

2,742,476

1,437,839

2,109,776

41,434,933

8,383,100

1,648,398

125,405

5,367,645

6,089,347

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

3,593,842

33,051,833

21,650,508

4,026,634

7,033,113

944,516

1,068,040

422,031

350,346

資金収支計算書
自　平成２１年４月　１日

至　平成２２年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

4,820,284

8,971,514

782,759

3,432,049

8,605,534

 

②平成２１年度 

資金収支計算書 
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③資金収支計算書の概要 

 ３つの区分で表される資金収支計算書では、自治体のどのような活動に資金が必要とさ

れ、それをどのように賄ったのかがわかるとともに、歳計現金をどのような性質の活動で

獲得し、または使用しているかを読み取ることができます。 

また、３つの区分の関係は、経常的収支の部で生じた収支余剰（黒字）で公共資産整備

収支の部と投資・財務的収支の部の収支不足（赤字）を穴埋め（補てん）するようになっ

ています。（「4 資金収支計算書について」の中（P.28）で、この関係について図解してお

りますのでご参照ください。） 

なお、経常的収支の黒字よりも公共資産整備収支と投資・財務的収支の赤字合計が大き

い場合は、期首にあった歳計現金が減尐していることを表します。 

 

【経常的収支の部】 

 経常的な行政サービスに伴う現金収支である経常的収支は支出合計が３３０億５，１８

３万３千円に対し、収入合計は４１４億３，４９３万３千円で差引き８３億８，３１０万

円の黒字となりました。この黒字の額が減尐すれば、現在の行政サービスを続けていく余

裕が失われていくことになります。 

 なお、収入に計上されている地方債発行額は、日常の行政サービスの財源として臨時財

政対策債などのいわゆる赤字地方債を発行したことを表しています。 

 

【公共資産整備収支の部】 

 公共資産整備支出５３億６，７６４万５千円に次いで大きな支出となっている公共資産

整備補助金等支出１６億４，８３９万８千円のうち大部分を占めるのが、病院建設補助金

および圏央道側道整備事業となっています。 

 公共資産整備収支額は２７億３，８５０万２千円の赤字（△）となっておりますが、公

共資産整備事業には多額な資金が必要となるため、「経常的収支」での黒字分、すなわち一

般財源を充てて賄っています。 

 

【投資・財務的収支の部】 

 支出には、地方債償還額４３億８，１０５万円のほか、他会計等への公債費充当財源繰

出支出１８億８，００８万３千円が計上されており、隠れた借金返済があることがわかり

ます。 

 投資・財務的収支の部は６７億４，１０７万４千円の赤字（△）となっておりますが、

これは「経常的収支」での黒字分、すなわち一般財源を充てて賄っています。 

 

 総合すると、収入の合計が４４２億９５４万３千円に対し、支出の合計が４５３億６０

１万９千円となり、当期収支は１０億９，６４７万６千円の減尐となり、期末の歳計現金

残高は２０億９，１８７万８千円となりました。 

 

【注記】 

※１一時借入金に関する情報 

 一時借入金の借入及び返済は決算上歳入歳出として扱われないため、資金収支計算書に

も計上されません。しかしながら、資金繰りに関する情報としては非常に重要な情報であ

ることから、注記しています。 

 なお、一時借入金の借入限度額は１７億１，０００千万円となっていますが、久喜市で

は平成２１年度の一時借入金はありませんでした。 

※２基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報 

 基礎的財政収支とは、地方債などの借金を除いた歳入と、過去の借金の元利払いなどを

除いた歳出の差のことで、歳出のほうが多ければ将来の借金負担が増加していくことにな

り、尐なければ借金が減尐していることを示します。平成２１年度では、地方債の元利償

還額５１億６，３８０万９千円が、地方債の発行額４７億３，２６７万６千円を上回って

おり、経済成長率が長期金利を下回らない限り、経済規模に対する地方債の比率は増加せ

ず、持続可能な財政運営であると言えます。 
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④資金収支計算書を活用した分析 
 

地方債の償還可能年数 

   

自治体の抱えている地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年

で返済できるかを表すことで、借金の多寡や債務返済能力を測ることができま

す。 

 なお、自治体は抱えている借金の返済原資を確保し、安定的に返済していか

なければならないことから、この原資としては経常的に確保できる資金である

必要があります。 

 

 地方債の償還可能年数（年） 

＝地方債残高÷経常的収支額 
 

 

      償還可能年数 ＝ ５．７年 

 

この指標が小さければ小さいほど借金の経常的収支に対する負担は軽く、債

務償還能力が高いことになります。 
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５ 各４表の相互関係 

 

物にかかるコスト

流動負債
純資産合計

532億6,893万円
54億4,825万円

公共資産
投資等
流動資産

1,484億8,411万円
30億1,192万円
43億9,979万円

△27億3,850万円
△67億4,107万円
△10億9,647万円

31億8,835万円

971億7,864万円

貸借対照表

20億9,188万円

借方 貸方
固定負債

当年度歳計現金増減額

経常的収支額
公共資産整備収支額
投資・財務的収支額

416億8,211万円
人にかかるコスト 93億6,784万円

105億4,331万円
移転支出的なコスト 207億4,614万円

負債・純資産
合計

1,558億9,582万円

資金収支計算書

歳計現金

行政コスト計算書
経常行政コスト

資産合計 1,558億9,582万円

83億8,310万円

10億2,482万円

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

純資産変動計算書

その他
一般財源等

資産評価差額

期末歳計現金残高 20億9,188万円
期首歳計現金残高

1,042億9,509万円 △204億4,766万円

12億9,493万円
一般財源

補助金等受入

－ － △400億7,701万円

臨時損益

期首純資産残高

科目振替
期末純資産残高

999億7,974万円
△400億7,701万円

297億684万円
74億8,977万円

7,930万円
－

971億7,864万円

純経常行政コスト －
－ － 297億684万円 －

－ 7,930万円

2,049万円

167億2,627万円 1,064億80万円 △260億589万円 5,746万円

－ 61億9,484万円 －

161億1,182万円

△6億8,048万円 21億571万円 △14億6,220万円 3,697万円

400億7,701万円

その他コスト
経常収益合計 16億510万円
純経常行政コスト

－

 
 

 

 

 

 

 

 

 

行
政
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ス
ト
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書
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書
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常
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ト
の
詳
細
な
内
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明
細
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す
。 

資
金
収
支
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金
の
動
き
を
表

す
表
で
、
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表
に
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れ
て
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る

歳
計
現
金
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明
細
で
す
。 

純資産変動計算書は貸借対照表の

純資産の部の明細表です。 
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【連結財務書類４表】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

Ⅲ．連結財務書類４表 

１ 連結財務書類４表の作成目的 

 久喜市では、普通会計で実施している事業のほかにも、公営企業会計では水道事業、特

別会計では国民健康保険事業や介護保険事業などの市民と密接な関わりをもつ事業を行っ

ています。また、こうした市自らが行う事業とは別に、消防やごみ処理業務などの一部事

務組合等と連携協力して実施する行政サービスもあります。 

このように、久喜市の財政は普通会計のみで成り立っているのではないため、真の久喜

市全体の資産や負債等の財政状況を把握するためには、久喜市と連携して行政サービスを

提供している関係団体を、久喜市と連結して一つの行政サービスの実施主体とみなし、そ

の資産及び負債、行政コスト、資金収支等の状況を総合的に明らかにする必要があること

からも連結財務書類を作成しています。 

内　　　容 行政目的

普通会計

個々の地方公共団体ごとに異なっている一般会
計など各会計の範囲について財政比較などをす
るために、地方財政統計上統一的に用いられる
会計区分です。

普通会計

公営企業会計
（法適用）

組織・財務について特例を定めている地方公営
企業法を適用または一部適用している地方公共
団体が営む企業で、独立採算により経営を行っ
ている会計です。

水道事業会計 環境衛生

下水道事業特別会計 生活インフラ・
国土保全

農業集落排水事業特別会計 産業振興

土地区画整理事業特別会計 生活インフラ・
国土保全

国民健康保険特別会計 福祉

老人保健特別会計 福祉

介護保険特別会計 福祉

後期高齢者医療特別会計 福祉

久喜地区消防組合（一組） 消防業務全般 消防

久喜宮代衛生組合（一組） 塵芥処理及びし尿処理業務 環境衛生

埼玉県市町村総合事務組合（一組） 消防災害補償事務 消防

北本地区衛生組合（一組） し尿処理業務 環境衛生

利根川栗橋流域水防事務組合 水防業務全般 消防

広域利根斎場組合（広域連合） 葬祭場の管理運営 環境衛生

埼玉県後期高齢者医療広域連合
保険料賦課決定業務など
後期高齢者医療制度運営

福祉

連結対象会計・団体
主たる事業の内容

地
方
公
共
団
体

区分 会計・法人名等

公営企業会計（法適用）と同様に、特定の収入
をもって事業を行っている会計で、普通会計及
び公営企業会計（法適用）に属さない会計で
す。

公営企業会計
（法非適用）

特別会計

複数の地方公共団体が、行政サービスの一部を
共同で行うことを目的として設置する組織で
す。広域連合については、地方自治の強化の一
貫として平成６年６月から始まりました。

一部事務組合・
広域連合

公営企業会計（法適用）と同様に、特定の収入
をもって事業を行っている会計で、普通会計及
び公営企業会計（法適用）に属さない会計で
す。

（注）１　久喜市は彩の国人づくり広域連合に加入しておりますが、負担金の支出がないため連結対象としておりません。

　　　２　埼玉県市町村総合事務組合の退職手当事務については、財務書類を作成した段階において連結したとみなし、
          消防災害補償事務のみ連結対象としております。

    ※相殺消去について 

 連結財務書類は、連結の対象となる会計及び一部事務組合・広域連合等を一つの行政サ

ービス実施体とみなして作成しています。そのため、連結の対象となる会計及び一部事務

組合・広域連合等の間で行われている資金の出資（受入）、貸付（借入）、返済（回収）、売

上（支払）、繰出（繰入）等の取引は、単にお金の置き場が変わったに過ぎないため、すべ

ての内部取引は相殺消去を行っています。 

※その他 

 連結財務書類４表は、市と連携協力して公共サービスを実施している団体・法人等を連

結して、一つの行政サービス実施主体であるとみなして作成したものであり、連結対象の

団体・法人等の資産、債務、コスト及び収益等が市に帰属するものではありません。 
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２ 連結貸借対照表について 

  

 連結対象の各会計、一部事務組合、広域連合をひとつの行政サービス実施主体とみな

し、久喜市全体の資産や負債のストック情報を網羅した財務書類です。 

 

 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 121,684,773 ①普通会計地方債 43,222,003

②教育 49,600,144 ②公営事業地方債 30,665,069

③福祉 6,496,512  地方公共団体計 73,887,072

④環境衛生 34,519,922 (2) 関係団体

⑤産業振興 7,865,948 ①一部事務組合・広域連合地方債 461,525

⑥消防 2,423,967 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 15,015,395 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 461,525

⑨その他 0 (3) 長期未払金 175,617

有形固定資産合計 237,606,661 (4) 引当金 13,475,381

(2) 無形固定資産 7,454 （うち退職手当等引当金） 13,475,381

(3)売却可能資産 84,192 （うちその他の引当金） 0

公共資産合計 237,698,307 (5) その他 0

固定負債合計 87,999,595

２　投資等

(1) 投資及び出資金 484,399 ２　流動負債

(2) 貸付金 53,424 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 4,848,460 ①地方公共団体 6,865,969

(4) 長期延滞債権 2,682,396 ②関係団体 78,842

(5) その他 △ 20  翌年度償還予定額計 6,944,811

(6) 回収不能見込額 △ 899,559 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

投資等合計 7,169,100 (3) 未払金 185,761

(4) 翌年度支払予定退職手当 611,447

(5) 賞与引当金 597,970

３　流動資産 (6) その他 71,479

(1) 資金 6,677,721 流動負債合計 8,411,468

(2) 未収金 1,490,117

(3) 販売用不動産 125,884 負　　債　　合　　計 96,411,063

(4) その他 2,017,254

(5) 回収不能見込額 △ 362,999 [純資産の部]

流動資産合計 9,947,977 １　公共資産等整備国県補助金等 34,468,446

２　公共資産等整備一般財源等 144,888,051

３　他団体及び民間出資分 0

４　繰延勘定 0 ４　その他一般財源等 △ 21,014,105

５　資産評価差額 61,929

純資産 合計 158,404,321

資　　産　　合　　計 254,815,384 負債及び純資産合計 254,815,384

連結貸借対照表
（平成２２年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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① 連結貸借対照表と普通会計貸借対照表の比較 

（単位：千円）

総額 構成比率 総額 構成比率
公共資産 237,698,307 93.3% 148,484,106 95.3% 1.6倍
投資等 7,169,100 2.8% 3,011,917 1.9% 2.4倍
流動資産 9,947,977 3.9% 4,399,793 2.8% 2.3倍
繰延勘定 0 0.0% 0 0.0% －
資産合計 254,815,384 100.0% 155,895,816 100.0% 1.6倍
地方債 74,348,597 77.1% 43,222,003 73.6% 1.7倍
翌年度償還予定地方債 6,944,811 7.2% 4,378,299 7.5% 1.6倍
退職手当引当金 13,475,381 14.0% 9,871,306 16.8% 1.4倍
翌年度支払予定退職手当 611,447 0.6% 589,985 1.0% 1.0倍
その他負債 1,030,827 1.1% 655,588 1.1% 1.6倍
負債合計 96,411,063 100.0% 58,717,181 100.0% 1.6倍
純資産 158,404,321 62.2% 97,178,635 62.3% 1.6倍
負債・純資産合計 254,815,384 100.0% 155,895,816 100.0% 1.6倍

連結貸借対照表 普通会計貸借対照表 普通会計→連結

倍率

 連結貸借対照表の平成２１年度末の資産総額は約２，５４８億円で、普通会計

の平成２１年度決算貸借対照表資産総額（約１，５５９億円）のみの場合と比

較すると約９８９億円多くなっています。これは、公営企業会計及び特別会計

の資産総額約８７３億円と一部事務組合・広域連合の資産総額約１１６億円の

影響によるものです。一方、負債総額は約９６４億円で、普通会計の負債総額

（約５８７億円）のみの場合と比較すると約３７７億円多くなっています。こ

れは、公営企業会計及び特別会計の負債総額約３２５億円と一部事務組合・広

域連合の負債総額約５２億円の影響によるものです。また、純資産の合計額は

約１，５８４億円で、普通会計と比較すると約６１２億円多くなっていますが、

その他一般財源等はマイナス約２１０億円で、普通会計と比較すると約５０億

円尐なくなっています。これは、下水道事業特別会計において多額の地方債を

発行していることや公営企業会計・特別会計において資産が負債を上回ってい

ることなどによるものです。 

 

② 連結貸借対照表を活用した財務分析 

 
１ 社会資本形成の世代間負担比率 
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２ 公共資産の会計別割合 

 
３ 負債の会計別割合 

 

 ４ 市民 1 人当たりの貸借対照表（平成２1 年度） 

 

普通会計ベース                連結ベース 

借方 貸方 

 

借方 貸方 

  

 

資産合計 

992,923 円 

 

 

 

 

 

負債合計 

  373,978 円 

 

 

 

資産合計 

 1,622,956 円 

 

 

 

 

負債合計 

  614,056 円 

 

 

純資産合計 

  618,945 円 

 

 

純資産合計 

  1,008,900 円 

 

  ※人口 157,007 人（H22.3.31 現在）で算出 

37 

 



 

 

３ 連結行政コスト計算書について 
人的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらない行政サービスを提供するためのコストがいくらかかっているかを、 

連結対象の各会計、一部事務組合、広域連合にも適応し、ひとつの行政サービス実施主体とみなして作成した財務書類です。 

 

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他
行政コスト

（１）人件費 9,932,321 12.7% 743,260 1,137,338 1,596,754 975,414 298,479 1,603,844 3,197,400 379,832 0

（２）退職手当等引当金繰入等 3,159,693 4.1% 171,281 282,927 370,874 156,674 76,730 1,530,298 543,043 27,866 0

１ （３）賞与引当金繰入額 597,971 0.8% 39,115 70,884 85,485 57,837 18,721 103,630 198,344 23,955 0

小　　計 13,689,985 17.6% 953,656 1,491,149 2,053,113 1,189,925 393,930 3,237,772 3,938,787 431,653 0

（１）物件費 10,200,489 13.1% 600,526 2,232,920 1,382,003 3,468,170 116,368 179,587 2,188,063 32,852 0

（２）維持補修費 674,341 0.9% 180,155 117,543 25,721 278,946 12,778 6,805 52,393 0

（３）減価償却費 7,635,200 9.8% 3,213,905 1,173,903 373,206 1,635,463 495,588 174,135 569,000 0

小　　計 18,510,030 23.7% 3,994,586 3,524,366 1,780,930 5,382,579 624,734 360,527 2,809,456 32,852 0 0

（１）社会保障給付 28,092,321 36.0% 108,568 27,983,753 0

（２）補助金等 12,002,349 15.4% 1,806,396 205,188 5,685,001 2,587,126 153,941 49,648 1,508,834 6,215 0

（３）他会計等への支出額 570 0.0% 570 0 0 0 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

1,551,842 2.0% 94,864 14,421 149,244 1,108,546 19,661 0 165,106 0 0

小　　計 41,647,082 53.4% 1,901,830 328,177 33,817,998 3,695,672 173,602 49,648 1,673,940 6,215 0

（１）支払利息 1,784,938 2.3% 1,784,938

（２）回収不能見込計上額 662,567 0.8% 662,567

（３）その他行政コスト 1,656,768 2.1% 1,128,266 0 411,289 117,213 0 0 0 0 0

小　　計 4,104,273 5.3% 1,128,266 0 411,289 117,213 0 0 0 0 1,784,938 662,567

77,951,370 7,978,338 5,343,692 38,063,330 10,385,389 1,192,266 3,647,947 8,422,183 470,720 1,784,938 662,567 0

（　構　成　比　率　） 10.2% 6.9% 48.8% 13.3% 1.5% 4.7% 10.8% 0.6% 2.3% 0.8% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 2,023,653 1,523,106 64,818 121,531 132,035 11,093 2,824 80,278 2 0 0 87,966

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 15,615,246 332,422 7,798 12,062,130 205,525 2,976 1,844 540 0 0 19,997 2,982,014

３ 保 険 料 7,259,836 7,259,836

４ 事 業 収 益 3,072,700 3,659 0 0 3,069,041 0 0 0 0 0

５ その他特定行政サー ビス 収入 402,011 0 0 113,186 288,825 0 0 0 0 0

6 他 会 計 補 助 金 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

28,373,446 1,859,187 72,616 19,556,683 3,695,426 14,069 4,668 80,818 2 0 19,997 3,069,980

ｂ／ａ 36.4% 23.3% 1.4% 51.4% 35.6% 1.2% 0.1% 1.0% 0.0% 0.0% 0.0%

49,577,924 6,119,151 5,271,076 18,506,647 6,689,963 1,178,197 3,643,279 8,341,365 470,718 1,784,938 662,567 △ 19,997 △ 3,069,980（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

連結行政コスト計算書
自　平成２１年４月 １ 日

至　平成２２年３月３１日

２

３

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b
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※構成比率について、項目ごとに表示単位未満を四捨五入してい

るため、合計した数値が１００％にならない場合があります。 



 

 

連結行政コスト計算書と普通会計行政コスト計算書の比較 

（単位：千円）

総額 構成比率 総額 構成比率
人件費 9,932,321 12.7% 7,330,740 17.6% 1.4倍
退職手当等引当金繰入等 3,159,693 4.1% 1,576,569 3.8% 2.0倍
賞与引当金 597,971 0.8% 460,532 1.1% 1.3倍
人にかかるコストの合計 13,689,985 17.6% 9,367,841 22.5% 1.5倍
物件費 10,200,489 13.1% 6,089,347 14.6% 1.7倍
維持補修費 674,341 0.9% 350,346 0.8% 1.9倍
減価償却費 7,635,200 9.8% 4,103,616 9.8% 1.9倍
物にかかるコストの合計 18,510,030 23.7% 10,543,309 25.3% 1.8倍
社会保障給付 28,092,321 36.0% 4,820,284 11.6% 5.8倍
補助金等 12,002,349 15.4% 8,971,514 21.5% 1.3倍
他会計等への支出額 570 0.0% 5,437,537 13.0% 0.0倍
他団体等への公共資産整
備補助金等

1,551,842 2.0% 1,516,810 3.6% 1.0倍

移転支出的なコストの合計 41,647,082 53.4% 20,746,145 49.8% 2.0倍
支払利息 1,784,938 2.3% 782,759 1.8% 2.3倍
回収不能見込額計上額 662,567 0.8% 242,057 0.6% 2.7倍
その他行政コスト 1,656,768 2.1% 0 0.0% 皆増
その他のコストの合計 4,104,273 5.3% 1,024,816 2.4% 4.0倍
経常行政コスト（合計） A 77,951,370 100.0% 41,682,111 100.0% 1.9倍
経常収益（合計） B 28,373,446 1,605,105 17.7倍
純経常行政コスト（合計） 49,577,924 40,077,006 1.2倍
受益者負担率 B/A 36.4% 3.9% 9.3倍

連結行政コスト計算書 普通会計行政コスト計算書 普通会計→連結

倍率

 

連結行政コスト計算書の平成２１年度末の経常行政コストの総額は約７８０億

円で、普通会計の平成２１年度決算経常行政コスト総額（約４１７億円）のみの

場合と比較すると約３６３億円多くなっています。 

コストの内訳を見てみると、移転支出的なコストの項目の一つである社会保障

給付費が普通会計と比較し５．８倍となっており、また連結ベースの構成比も３

６．０％と大きな比重を占めております。これは、連結ベースでは、国民健康保

険特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計及び老人保健特別会計

で多額の費用が計上されており、市で行う福祉目的事業においては、特別会計が

占める割合が非常に大きいことがわかります。 

また、経常収益は普通会計の１７．７倍となっておりますが、これは公営企業

会計や特別会計が特定の収入をもって事業を行っていることを表しているといえ

ます。よって、経常行政コストがどの程度受益者の負担で賄われているのかを示

す受益者負担率も、普通会計が３．９％に対し、連結ベースでは３６．４％とそ

の比率は９．３倍にも達しています。 

このように連結ベースで見てみると、行政サービス実施主体の規模の把握が可

能となるとともに、特別会計等の事業活動の規模を知ることができます。 
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４ 連結純資産変動計算書について 

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

他団体及び
民間出資分

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 160,915,430 46,104,361 129,030,726 0 △ 15,094,526 874,869

純経常行政コスト △ 49,577,924 △ 49,577,924

一般財源

地方税 21,847,518 21,847,518

地方交付税 4,026,634 4,026,634

その他行政コスト充当財源 4,303,901 4,303,901

補助金等受入 17,180,569 1,642,260 15,538,309

臨時損益

災害復旧事業費 0 0

公共資産除売却損益 79,301 79,301

投資損失 0 0

収益事業純損失 0 0

出資の受入・新設設立 12,505,943 12,505,943

科目振替

公共資産整備への財源投入 3,412,725 △ 3,412,725

公共資産処分による財源増 0 △ 78,133 41,165 36,968

貸付金・出資金等への財源投入 67,535 504,025 △ 571,560

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 80,120 △ 40,760 120,880

減価償却による財源増 △ 1,346,884 △ 6,288,277 7,635,161

地方債償還に伴う財源振替 5,921,899 △ 5,921,899

出資の受入・新規設立 0 0

資産評価替えによる変動額 △ 7,354 △ 7,354

無償受贈資産受入 12,069 12,069

その他 △ 12,881,766 △ 11,918,706 △ 80,097 0 △ 28,340 △ 854,623

期末純資産残高 158,404,321 34,468,446 144,888,051 0 △ 21,014,105 61,929

連結純資産変動計算書
自　平成２１年４月 １ 日

至　平成２２年３月３１日

連
結
貸
借
対
照
表
の
純
資
産
の
部
に
計
上
さ
れ
て
い
る
各
数

値
が
１
年
間
で
ど
の
よ
う
に
変
動
し
た
か
を
表
し
て
い
る
財

務
書
類
で
す
。 
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連結純資産変動計算書と普通会計純資産変動計算書の比較 

（単位：千円）

160,915,430 99,979,735 1.6倍

純経常行政コスト △ 49,577,924 △ 40,077,006 1.2倍
一般財源 30,178,053 29,706,841 1.0倍

地方税 21,847,518 21,847,518 1.0倍
地方交付税 4,026,634 4,026,634 1.0倍
その他行政コスト充当財源 4,303,901 3,832,689 1.1倍

補助金等受入 17,180,569 7,489,764 2.3倍
臨時損益 12,585,244 79,301 158.7倍
その他 △ 12,877,051 0 -

158,404,321 97,178,635 1.6倍

普通会計→連結

倍率
連結純資産
変動計算書

普通会計純資産
変動計算書

期首純資産残高

期末純資産残高  
  

 

連結ベースでの純資産の合計額は約１，５８４億円で、普通会計と比較する

と約６１２億円多くなっています。また、期首純資産残高約１，６０９億円と

期末純資産残高約１，５８４億円を比較すると、マイナス約２５億円となって

おり、現役世代が将来世代にとって利用可能であった公共資産を消費し、行政

サービスを享受する一方で、将来世代にその分の負担が先送りされていると考

えられます。 
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

収益事業純収入

公共資産等売却収入

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

0

1,413,100

0

0

△ 2,027,635

8,705,356

1,862,755

△ 7,441,437

67,835

2,865,238

1,392,138

69,349,336

7,851,506

26,489

15,267,017

6,154,076

3,138,192

1,540,034

28,092,321

12,002,350

1,784,938

0

0

9,304,192

21,650,508

4,026,634

16,309,050

2,023,244

連結資金収支計算書
自　平成２１年４月　１日

至　平成２２年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

12,775,538

10,436,813

2,742,476

0

0

1,493,556

0

4,254,342

78,599,129

9,249,793

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

6,044,269

1,683,576

123,661

0

0

0

0

650,437

2,527,536

0

109,936

0

727,606

4,015,515

△ 3,835,991

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

15,828

956,628

1

0

8,319,589

12,146

0

0

0

6,677,721

0

118,678

0

236,653

 

５ 連結資金収支計算書について 

 連結対象団体の資産のうち、歳計

現金や現金・預金等の現金資産に注

目し、各会計、一部事務組合、広域

連合の支出(歳出)を「経常的支出」、

「公共資産整備支出」、「投資・財務

的支出」の３つに区分し、それに対

応する財源を収入(歳入)として表示

し、その会計年度の収支の実態を反

映させた財務書類です。 
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連結資金収支計算書と普通会計資金収支計算書の比較 
（単位：千円）

連結資金収支計算書 普通会計資金収支計算書
総額 総額

【経常収支の部】
 支出合計 69,349,336 33,051,833 2.1倍
 収入合計 78,599,129 41,434,933 1.9倍
経常的収支額 A 9,249,793 8,383,100 1.1倍
【公共資産整備収支の部】
 支出合計 7,851,506 5,367,645 1.5倍
 収入合計 4,015,515 2,629,143 1.5倍
公共資産整備収支額 B △ 3,835,991 △ 2,738,502 1.4倍
【投資・財務的収支の部】
 支出合計 9,304,192 6,886,541 1.4倍
 収入合計 1,862,755 145,467 12.8倍
投資・財務的収支額 C △ 7,441,437 △ 6,741,074 1.1倍
当年度資金増減額 A＋B＋C △ 2,027,635 △ 1,096,476 1.8倍
期首資金残高 8,705,356 3,188,354 2.7倍
期末資金残高 6,677,721 2,091,878 3.2倍

普通会計→連結

倍率

 

 連結ベースでの資金収支計算書を区分ごとに見てみると、経常的収支は約９２

億円の黒字であり、普通会計と比較して約９億円の増加、公共資産整備収支は

マイナス約３８億円の赤字であり、普通会計と比較して約１１億円の減尐、投

資・財務的収支はマイナス約７４億円の赤字で、普通会計と比較すると約７億

円減尐しています。 

 経常的収支は黒字であり問題ありませんが、今後、黒字の額が減尐していけ

ば現在の行政サービスを続けていく余裕が失われていくことになります。 

 公共資産整備収支は赤字となっておりますが、建設事業には一時的に大きな

資金が必要となるため、経常的収支の黒字分を充当しています。 

 また、投資・財務的収支についても、市債の償還金等が含まれているため赤

字となっておりますが、公共資産整備収支と同様、経常的収支の黒字分を充当

しています。 
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